
 

第８９号議案 

 

 

   府中市職員定数条例の一部を改正する条例 

 

 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

令和 ６ 年１１月２９日 

 

               提出者 府中市長 高 野 律 雄 

 

 

 

 

 

 

（説明） 

職員定数の配分及び定数算定時における育児休業者の取扱いを見直すほか、所

要の改正を行うものであります。 
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   府中市職員定数条例の一部を改正する条例 

 

 府中市職員定数条例（昭和４８年３月府中市条例第１６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条を次のように改める。 

 （職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次表のとおりとする。ただし、併任者、休職者及び育児

休業者は、定数外とする。  

区 分 定 数 

市長の補助職員（社会福祉法（昭和２６年法律第

４５号）第１４条第１項に規定する福祉に関する

事務所の職員を含む。）  

１，３２７人（うち３０人

を企業職員とする。） 

教育委員会の事務局の職員 ２３７人 

議会の事務局の職員 １５人 

選挙管理委員会の事務局の職員 ８人 

農業委員会の事務局の職員 １０人 

監査委員の事務局の職員 ５人 

合 計 １，６０２人 

２ 休職者の復職又は育児休業者の職務への復帰により、前項の定数に過員を生

じた場合に限り、一時その現在数をもって定数とする。 

   付 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （府中市職員の給与に関する条例の一部改正） 

２ 府中市職員の給与に関する条例（昭和２９年６月府中市条例第２７号）の一

部を次のように改正する。 

  第２条中「府中市職員定数条例（昭和４８年３月府中市条例第１６号）第２

条各号に掲げるもの」を「地方公務員法第３条第２項に規定する一般職の職員

（同法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）」に改める。 



参 考 

府中市職員定数条例新旧対照（抜粋） 

（   は、改正部分） 
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新 旧 

 （職員の定数）  （職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次表のとおりとする。ただし、併

任者、休職者及び育児休業者は、定数外とする。 

第２条 職員の定数は、次の各号に掲げるとおりとする。

ただし、兼任者、併任者及び休職者は定数外とする。 

区 分 定 数 
市長の補助職員（社会福祉法（昭和
２６年法律第４５号）第１４条第１
項に規定する福祉に関する事務所
の職員を含む。） 

１，３２７人（うち
３０人を企業職員
とする。） 

教育委員会の事務局の職員 ２３７人 

議会の事務局の職員 １５人 

選挙管理委員会の事務局の職員 ８人 

農業委員会の事務局の職員 １０人 

監査委員の事務局の職員 ５人 

合 計 １，６０２人 
 

(1) 市長の補助職員          １，２２７人 
（うち２３人を社会福祉主事とし、３０人を企業職員
とする。） 

(2) 教育委員会の職員           ３３７人 

(3) 議会の職員               １５人 

(4) 選挙管理委員会の職員           ８人 

(5) 農業委員会の職員（農地主事を含む。）   １０人 

(6) 監査委員の職員              ５人 

   合 計              １，６０２人 

２ 休職者の復職又は育児休業者の職務への復帰により、

前項の定数に過員を生じた場合に限り、一時その現在数

をもって定数とする。 

２ 休職者の復職により、前項の定数に過員を生じた場合

に限り、一時その現在数をもつて定数とする。 

付 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （府中市職員の給与に関する条例の一部改正）  
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新 旧 

２ 府中市職員の給与に関する条例（昭和２９年６月府中

市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 

  第２条中「府中市職員定数条例（昭和４８年３月府中

市条例第１６号）第２条各号に掲げるもの」を「地方公

務員法第３条第２項に規定する一般職の職員（同法第 

２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）」

に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


